
人と人、地域と地域、世代と世代、現在から未来へ。
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　兵庫県政150周年を迎える、平成30年度がスタートしました。

　今年度は大きな節目となります。

　あの阪神淡路大震災で膨らんだ債務危機を立て直すために行ってきた長年の行財政構造改革は総仕上げを迎え、ま

だまだ、多額の震災関連県債は残っているものの、収支均衡をはじめ財政運営の目標を達成できることになりまし

た。変化が速く大きい時代に対応した、これまでの守りの姿勢からから攻めへと転じゆく県政の転換期としなければ

と感じているところです。

　災害に強いまちづくり、少子高齢社会への対応、ユニバーサル社会づくり、AI・IoT時代への対応、次代を担う人

づくり等々、これらの課題に対応しながら、新たな兵庫の構築に向けて、取り組んでいきます。

今回は、第339回定例県議会で、知事をはじめとする県当局と質疑した内容と平成30年度予算で実現した施策を中心に

紹介させていただきます。
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Question
１．若者に選ばれる兵庫を目指した取組について

　神戸市では、急激な人口減少を克服し、活力ある街を持続させていくために、次代を担
う20代から40代の若者に選ばれることが不可欠とし、「若者に選ばれるまち」というテー
マを設定して、様々な取組を行っている。
　兵庫県においても、若者の流出は深刻な課題。兵庫県は全国ワースト２位の6,657人の転
出超過であり、20代の転出超過は顕著。この若者流出を押しとどめなくてはなりません。
兵庫県が毎年行っている「兵庫のゆたかさ指標」県民意識調査によると、「住んでいる地
域は高齢者にも暮らしやすいと思う人」の割合が約50％弱で推移しているのに対し、「若
者が希望を持てる社会だと思う人」はわずか約10～15％。
　このような状況は兵庫県だけではないかも分かりませんが、課題を認識し、若者対策に
積極的に取り組めば、他府県と差別化ができ、兵庫県が若者層に積極的にアピールできる
のではないかと考える。
例えば、徳島県や長野県、山形県などで行っている、県の審議会等における若者委員の登
用の制度化や、若者対策を強力に推進していく司令塔的なポストとして、例えば、知事部
局に若者対策専門官などを設置するのはどうか。次世代を担う若者にこの兵庫を選んでい
ただくために、県として、若者対策についてどのように取り組んでいくつもりであるの
か、当局のご所見をお伺いします。

急激な人口減少が危惧される中、次代を担う若者に選ばれる兵庫を目指した取組や終末期医療における意思決
定支援、また、生活道路の安全対策など喫緊の課題について県の考えをただしました。

Answer
井戸知事
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≪質問と答弁のダイジェスト≫

　ご指摘のように､兵庫県の転出超過数は全国ワースト２位で、そのうちの大部分を20
代が占めていが、転出超過数は28年、29年と、２年連続で減少。この流れを確かなも
のにするため、特に20代前半の若者の流出超過に歯止めをかけることが必要。
　県は就職活動をしている大学生や第２新卒者等を対象として、｢ひょうごで働こう！
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ｣を実施し、大学等との連携した県内企業の積極的なPRやカムバックひょう
ごセンターでの相談体制の強化などを図っている｡また､くらし･生活面でも、出会い､
結婚､住まい､子育てなど､若者に対してライフステージに応じた様々な支援を行ってい
るが、なかなか実効性があがっていないのが実情。
　こうした本県の支援策やひょうごの魅力を若者に直接訴えかける必要もあり、東京
や京都の大学生向けフリーペーパーへの記事の掲載､大手就活支援サイト登録者へのダ
イレクトメール配信等も実施するとともに、若者の視点からSNS等の有効な活用や、
交流･集客イベントの開催などに取り組みます。
　ご提案の若者対策専門官については、今後の若者対策の推進体制のあり方を検討す
るなかで考えていきたい。

Requestion

150年前、明治維新の時代の大転換期に活躍したのは当時の若者であり、青年であったと思い
ます。大きな時代の転換期にある今日においても、知事におかれては、次の時代を担う兵庫
の若者に対して、大きな期待を込めたメッセージの発信と具体的な施策展開をお願いしま
す。

議会質問等で提案要望したものが実現しました！

平成30年度予算で実現した主な事業一覧

○私立高校の授業料軽減の前倒し
国が2020年度までに私立高校授業料を実質無償化するのに伴い、県は先行して18年度以降に入学する生徒を対象に
補助額を拡充。年収590万円未満の世帯に最大3万3000円を増額する。

○ひょうご保育料軽減事業
第２子以降の保育料への助成を今年度より月1000円増額する（所得制限あり）。第2子の3歳未満への助成は最大
6000円に。21時まで延長保育する保育所等を支援する仕組みも構築。

○小児救急医療相談窓口の相談時間の延長
電話がつながりにくいといわれていた、小児救急医療相談（♯8000）の回線数を増やすとともに大幅な時間延長
（平日・土18:00～24:00→18:00～翌8:00　日曜祝日年末年始9:00～24:00→8:00～翌8:00）

○若手起業家への支援
県内で起業を目指す若手起業家を育成することは地域創生につながり、多様で柔軟な働き方を選択可能とする社会
を進めていくなかで、大きな意義があるとの思いから、平成29年度の予算特別委員会で、これまでの起業支援対象
であった女性やシニアから若者にも対象を広げるように提案し、実現しました。
事務所開設費・備品費・広告宣伝費等などを支援します。

○兵庫高度IT起業家等集積支援事業
兵庫経済の持続的成長に向け、イノベーション創出が可能な高度技術を有するIT起業家等の集積を促進するために
事業所開設支援やITカリスマの誘致促進事業

○在宅看取りの地域調査と実践モデルの開発
医療現場の看取りの実情調査の実施と地域で実施可能な事業モデルの開発

○市町スクールソーシャルワーカー配置の推進
学校が抱える課題の複雑化・多様化に対応するため、スクールソーシャルワーカーの県内市町への配置

○スクール・サポート・スタッフの配置
教職員の多忙化緩和のために、スクール・サポート・スタッフをモデル的に配置

○中学校部活動指導員の配置
部活動指導を担当する教員の負担軽減のために部活動指導員をモデル配置

○犬猫殺処分ゼロを目指した取組の推進
○須磨海岸における環境学習の実施
○鉄道駅舎ホームドア設置促進事業

第339回定例県議会で２月23日に一般質問に登壇しました。
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Question
３．医療的ケアを必要とする児童生徒への通学支援について
　医療技術が向上したことにより、出生時に疾患や障害があり、これまでであれば命を落
としていた赤ちゃんを救うことができるようになってきた。その医療処置の結果として、
生きるために人工呼吸器等の医療的デバイスを必要とする子ども、すなわち医療的ケア児
が増えている。こういった医療的ケアを必要とする子どもは、一昨年の厚生労働省の調査
によると、2015年の時点で、全国で約１万７千人。この数は増加傾向にあり、10年前と比
べると約２倍。
　県内の特別支援学校に通学している幼児児童生徒の中で、医療的ケアを必要とする幼児
児童生徒は、2016年５月１日時点で203名であり、このうち登下校時に保護者等が付き添っ
ている通学生が80名います。
　スクールバスは、従来、児童生徒の通学の利便性を図ることを目的に、教育委員会によ
り配備が進められてきたが、医療的ケアを必要とする児童生徒については、スクールバス
車内での医療的ケアの実施に安全性が担保できない等の課題があることから、保護者の送
迎によることとされている。
また、介護タクシーを利用した場合でも、ガイドヘルパーの付き添いは認められず、結局
は保護者が付き添わないといけないことから、保護者の方から、「体調不良時に送迎を代
わってほしい」「兄弟の学校行事に参加できない」といった声をいただいている。
家族は、日常的な介助や夜間を含めた医療的ケアの実施に加え、日々の通学の送迎も担っ
ていることから、身体的疲労や精神的負担が大きく、送迎に対して何らかの負担軽減を求
める声が多く寄せられている。家族のレスパイト対策として、早急な対応が必要と考え
る。
滋賀県では、平成24年からこうした課題に取り組むため、医療的ケア児童生徒の通学課題
について、保護者から聞き取り調査を行うとともに、「医療的ケア児童生徒通学支援研究
会議」を立ち上げ、平成26年度から市町と連携し、「地域生活支援事業」を活用した送迎
車に訪問看護師が同乗し、通学できる事業を開始している。
また、兵庫県内でも、医療的ケアの対象となる児童生徒の通学に際して、介護タクシーに
看護師を同乗させるといった支援を行っている市もある。
　障害の程度や状況、家庭の状況などは様々で、送迎に対する保護者のニーズや思いも異
なっており、一つの手立てによってすべての保護者に対して負担軽減を示すのは難しいで
すが、医療的ケアを必要とする児童生徒への通学支援について、早急に検討すべきと考え
るが、当局のご所見を伺う。

２．終末期医療における意思決定支援の取組について
Question 　最近、人生の最後に向けた準備を行う、いわゆる「終活」がブーム。この「終活」ブー

ムの背景には、一人暮らしの高齢者が増え、自分の最後を自分で決めておかなくてはなら
ないという事情や、残された家族に迷惑をかけたくないと考える人が、前向きに準備をす
るようになったことがあるとされている。
　この「終活」が広がりをみせるなか、これまで、終末期医療の現場で課題とされてき
た、いわゆる尊厳死や延命治療の問題を真正面から受け止め、自分らしい終末期の迎え方
を選択できる、終末期医療における意思決定表示について普及啓発等を行い、県民の理解
を得て推進していく必要があるのではないかと考える。
　終末期医療の現場では、約７割の患者が、心肺蘇生、人工呼吸器、人工栄養など、具体
的な医療行為について希望するかどうか判断できない状況にあるとされている。そうなれ
ば介護する家族に判断を委ねることになり、家族に大きな心理的負担を与えているのみな
らず、場合によっては本人が望まなかったであろう延命治療が行われているケースも少な
からずあるとされている。そして、その治療に係る医療費も膨大であるとされている。
　厚生労働省が2013年に実施した調査によると、判断ができなくなる場合に備え、治療方
針を書面に残すことに賛成した人の割合は69.7%となっているが、実際に「家族と詳しく話
し合っている」と答えたのはたった2.8％で、55.9％は「全く話し合ったことがない」と答え
ている。
　また、判断ができなくなる場合に備え、治療方針を書面に残すことに賛成した人の中
で、実際に書面を作っていた方も3.2％にとどまっており、必要と考えつつも行動に移す人
は少ないのが現状。
　このような状況の中で、厚生労働省は「人生の最終段階における医療の普及・啓発の在
り方に関する検討会」を立ち上げ、ＡＣＰ「アドバンス・ケア・プランニング」の研究を
進めている。
　ＡＣＰとは、患者本人、家族などの代理意思決定者、医療関係者が集まって話し合い、
代理意思決定者の指名、将来受けたい、もしくは受けたくない医療やケア、希望する看取
りの場所等を患者本人の価値観や宗教観などに基づいて、方針決定する取組。
　広島県では、「もしものときにために伝えておきたいこと」というＡＣＰ普及のための
手引と、自分の思いを整理できるチェックシート「私の心づもり」を作成し、住み慣れた
環境でできるだけ長く過ごせるよう、また望む人には自分らしい終末期を迎えることが出
来るよう情報提供し、県民が在宅医療について理解を深める取組を進めている。
超高齢化と多死社会を迎えるなか、「終活」をブームに終わらせることなく、ＡＣＰのよ
うな終末期医療における意思決定支援の取組について、市町と連携し、推進するべきと考
えるが、当局のご所見を伺う。

Answer

山本
健康福祉部長

自分らしい終末期を迎えるには、終末期医療における意思決定表示についての普及
啓発が重要であり、様々な機会や方法を工夫して、県民の理解を深めていくことが必
要と考える。
平成30年度からの新たな取組みといたしまして、県内外の看取り体制の先進事例の
調査を行うとともに、医療、介護、救急搬送等の関係者や弁護士等の有識者からなる
「終末期医療に係る検討会」を県に設置することとしている。同検討会においては、
議員ご指摘のいわゆるＡＣＰ(アドバンス・ケア・プランニング)の方針決定や看取り時
の救急搬送に関する本県独自のガイドラインやマニュアルなどを策定し、県内に普及

させていくこととしている。
今後、地域住民への普及啓発を市町や郡市医師会等看取り関係者と連携して行うこ
とで、終末期医療において本人の意思が尊重されるよう、意思決定支援の取組を推進
していきます。

Answer

　医療的ケアを必要とする幼児児童生徒（以下「医療的ケア児」）が安心して県立特
別支援学校に通学できるよう、県では、必要に応じて学校看護師を配置するととも
に、安全に医療的ケアを実施するために、学校ごとに地域の医師会と連携した「医療
的サポート推進委員会」を設置し、校外行事への参加の検討や、学校生活への対応に
向けた指導医による研修や助言等を実施して、受け入れ体制の整備を進めている。
　一方、通学については、バス等での移動中の医療的ケアの実施が危険を伴うため、
スクールバスに乗車できない場合もあることから、対象児の安全を第一に考えて、保

高井
教育長
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Question

発生状況について、23.5パーセント減少したとの報告がされており、導入の効果が現れている。
　兵庫県では、１月末現在、155か所で「ゾーン30」が整備。交通事故の減少に全国と同様
の効果が見られるが、ハンプ等のデバイスの整備は、道路管理者や地域の理解が必要であ
り、物理的に難しい道路も多いことから、速度規制だけの場所も多く、実際は速度抑制に
つながっていないところもある。
　国では、通学路等の生活道路における交通取締りの高度化を図るため、可搬式速度違反
自動取締装置、いわゆる可搬式オービスなど、新たな速度違反取締装置の導入について、
2015年度から埼玉県・岐阜県でモデル的に実施し、現在までに全国13都県で導入されてい
る。この可搬式オービスは、取締場所確保が困難な通学路や生活道路において、時間を問
わず、少人数での機動的な運用が可能な機器となっている。
　私の地元の須磨区では、毎朝、登下校時の児童の見守りを行っていただいているボラン
ティアグループの方が多くおられる。その方たちから、通学路で「ゾーン30」となってい
ても物理的な減速整備対策が行われていない場所では、危険な速度で通過する車が後を絶
たない、との声を聴いている。
　こうした場所に、先ほど申し上げた可搬式オービスによる取締りを実施することで、通
行速度の抑制が図られ、重大事故の発生防止につながると考える。
県警察としても、こうした機器の導入を進めるとともに、さらに効果のある「ゾーン30」
の整備を進め、生活道路の安全対策を促進する必要があると思いますが、当局のご所見を
伺う。

Question

４．生活道路の安全対策の促進について
　全国的には、交通事故による死亡者数は1993年以降、減少傾向にある。
シートベルトの着用義務化といった法整備、自動車の安全性能の向上、救命医療の進歩な
どで、自動車乗車中の死亡事故は大きく減っています。他方、歩行中の死亡事故の減少幅
は小さく、近年の対策の一つとしては、歩行者等の安全な通行を確保するため、区域内に
おける速度の抑制や抜け道として通行する車両の抑制等を図る生活道路対策として、
「ゾーン30」の整備が推進されている。
　私も2012年12月の本会議や翌年の予算特別委員会において、「ゾーン30」の整備推進に
ついて質問しました。
歩行者などの安全を守るため、通学路等の生活道路で区域を定めて車の最高速度を時速30
キロに制限する「ゾーン30」ですが、速度規制だけでなく、路側帯を拡張して車道の幅を
狭くするほか、道路上にこぶ、いわゆるハンプを設けるなど、ドライバーが視覚的、物理
的に速度を出しにくくする整備も併せて行うことで、一層効果がある。
　「ゾーン30」は、2016年度末時点で、全国3,105か所において整備されており、交通事故

Requestion

護者に送迎の協力を求めるケースももちろんある。
　このような中、平成28年６月の児童福祉法の一部改正により、医療的ケア児の支援
体制の整備が地方公共団体の努力義務とされた。そこで、本県では、昨年９月に健康
福祉部において、医療関係者、手をつなぐ育成会等の関係者、行政機関等で構成する
「医療的ケア児の支援に向けた検討会」が設置され、これに参加して保健・医療・福
祉・教育等の様々な課題解決に向け、情報交換や検討が始められたところです。今
後、この検討会を通じて、緊急時の対応等、保護者の負担軽減についても協議を行っ
ていきたいと考えている。
　国においても、医療的ケア児の登下校における保護者の負担軽減に向けて検討が進
められていると聞いているので、その動向も注視しながら、引き続き、関係部局と連
携しながら、必要な方策等について検討する。

Requestion

Answer

　ゾーン30を整備している地域では、最高速度30キロの交通規制に併せて、市や町と
いった道路管理者と連携して路面表示によるゾーン入口の明確化や路側帯の設置・拡
幅等の対策をとることにより、議員御指摘のとおり、全体の交通事故件数が減少する
という効果があった。
　その一方、ハンプや狭さくといった物理的デバイスが設置されている地域が少な
く、走行速度や通過車両の抑制といったゾーン30により狙った効果が十分に発揮され
ていない例も多々あると認識している。
今後は、物理的デバイスの導入に向けまして、道路管理者との連携を一層強化してま
いりたいと考えている。
　また、取締り活動も、生活道路における速度の抑制を図っていくためには、大変重
要。平成30年度中に、可搬式速度違反自動取締装置を導入予定であり、速度違反の取
締り要望が多い生活道路において、運用したいと考えている。
　県警察としては、物理的デバイスを伴う実効性の高いゾーン30の整備をさらに推進
するとともに、可搬式速度違反自動取締装置の効果的な運用を図り、生活道路の更な
る安全対策を推進していく所存です。

西川
県警本部長高井

教育長Answer

Requestion

　ご紹介いただきました要綱の改正については、私どもにも２、３日前に届いたとこ
ろ。要綱上、通学バスへの同乗も対象にするということは示されたが、細部はまだ見
えないところ。これで大いに助かるよという声がたくさんあるのであれば前向きに考
えていきたいと思っている。

文科省からは補助対象の運用等は柔軟に対応する考えがあると聞いている。
来年度から実施できるように強く求める。

通学時に保護者が送迎しないといけない医療的ケアの子どもさんが一定数おられるわけで
す。介護タクシーを使う場合でも結局は付添で保護者がついて行かなければなりません。
道中かなり距離があるところもあります。保護者が日中でも夜間でも医療的ケアが必要と
いう中で毎日送迎をするのは大変です。こういう実態があるのでレスパイト対策として、
しっかり県としても支援すべきではないかと言うことで質問させていただきました。
私が調べたところ、国もこうした状況を受け、対策を検討しており、文部科学省が平成30
年度にこれまでの教育支援体制整備事業の交付要綱を見直して、通学時に保護者に代わっ
て看護師が付き添う費用も補助対象とするとしている。実施方法は地域によって様々な
ケースがあると思いますけども、国が補助事業として予算化すれば、県教育委員会として
は実施する方向で検討するのかを再度伺いたい。

　１月中旬、兵庫県西宮市内の信号機のない横断歩道上で５歳男児が車にはねられ亡く
なった事故を受け、この２月に兵庫県警では西川本部長のリーダーシップで県内全域で
「横断歩行者妨害違反」の取り締まり強化実施し、摘発件数が1668件に上ったときいてい
ます。横断歩道に歩行者がいる場合、ドライバーには一時停止が義務付けられているが、
いかに守られていないかわかります。
　こうした取り締まり強化を引き続き、実施していただき、ドライバーには「歩行者優
先」の意識をしっかり持っていただき、こうした取り組みが生活道路の安全対策につなが
ると考えていますので、引き続きの取組も併せてお願いします。
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高齢者や子供を持つ保護者の方より、喜びの声を頂きました！
新しい信号は歩行者の横断と車の通行を分離。
さらに押しボタンを新たに設置し、歩行者の利便性が向上。
車と歩行者の接触事故が多発し、地域住民の方から安全対策の要望をいただくなか、現場を調査し、県警、道路管理者
に働きかけ、実現しました。

ヘルプマークとは義足や人工関節を使用している方、内部障害や難病の方、または妊娠初期の方など、外見から分か
らなくても援助や配慮を必要としている方々が、周囲の方に配慮を必要としていることを知らせることで、援助を得
やすくなるよう、東京都が作成したマークです。昨年 12 月本会議で我が会派の天野議員が兵庫県での普及啓発を訴え、
この 1月から兵庫県下でも普及啓発が行われています。

みなさんのリクエスト実現！
白川台７丁目交差点に歩車分離式信号機整備（平成30年3月16日）

ヘルプマークが兵庫県でも導入（平成30年1月より実施）

ダイハツ
北須磨販売

セブン
イレブン


